島原市が行う契約からの暴力団等排除について
島原市では、島原市暴力団排除条例の趣旨を踏まえ、島原市が行う契約から暴力団
等を排除し、適正な履行を確保するため、「島原市が行う各種契約からの暴力団等
排除要綱」を制定しました。
　要綱の概要は以下のとおりです。
１　暴力団等排除の対象となる契約の範囲
　　暴力団等の排除となる対象契約は、建設工事の請負、物品の購入、業務委託等の
契約並びに財産の買入れ、売払い、及び貸付契約等です。
２　排除対象者の要件
　排除措置対象者の要件は、「暴力団等が実質的に経営に関与しているとき」のみ
ならず「暴力団等の利用」「暴力団等への利益供与」「暴力団等との社会的に非
難される関係」等に該当する業者及び個人等です。（別表　暴力団等排除措置要
件及び措置期間　参照）
３　排除の期間
排除措置の期間は、排除措置決定後２～１２月（措置要件により異なる）を経過
し、対象となった措置要件が改善されたと確認できるまでの間等です。（別表　暴
力団等排除措置要件及び措置期間　参照）
４　排除の内容
　　排除措置の内容は、下記のとおりです。
・一般競争入札、指名競争入札に参加できない。
　・市との各種契約が締結できない。
　　・市が行う各種契約について、下請負人、再受託者になることができない。
５　暴力団等による不当要求等に対する報告・届出
　市と契約を締結した者（下請負人等も含む）は、その契約の履行に関して、暴力
団等から不当要求等を受けた場合は、速やかに市へ報告するとともに、警察へ届
出なければなりません。これを怠ると、排除措置の対象となります。
· 本要綱以外の暴力団等排除対策として、本市との契約締結後に契約の相手方が暴力団と関係がある者等と判明した場合は、原則として契約の解除を行います。
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別表　暴力団等排除措置要件及び措置期間
	
	措置要件
	措置期間

	(１)
	有資格者又はその役員等が暴力団等であると認められるとき又
は暴力団等が有資格者の経営に事実上参加していると認められ
るとき。
	６月以上１２月以内、かつ改善
されたと認められるまで

	(２)
	有資格者又はその役員等及び使用人が業務に関し、不正に財産
上の利益を得るため又は第三者に損害を与える目的で暴力団等
を利用している又は利用したと認められるとき。
	２月以上６月以内、かつ改善さ
れたと認められるまで


	(３)
	有資格者又はその役員等がいかなる名義をもってするかを問わ
ず、暴力団等に対して、金銭、物品その他財産上の利益を与え
ている又は与えたと認められるとき。
	

	(４)
	有資格者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難される関
係を有している又は有していたと認められるとき。
	

	(５)
	有資格者が、暴力団等が経営若しくは運営に実質的に関与して
いる者又は（４）に規定する者に該当する者であることを知り
ながら、これらの者と契約を締結したと認められるとき。
	

	(６)
	有資格者が長崎県暴力団排除条例（平成23年長崎県条例第47号）
第31条第２項の勧告又は、同条第３項の規定による契約解除の
要求を受け、正当な理由がなく当該勧告及び契約解除の要求に
従わないとき。
	６月以上１２月以内、かつ改善
されたと認められるまで

	(７)
	有資格者が本市の各種契約の履行に関して暴力団等から不当要
求等を受けたにもかかわらず、警察への届出をせず、かつ、市
長へ報告しなかったと認められるとき。
	２月以上４月以内


※有資格者：島原市における建設工事、建設コンサル、物品及び業務委託の競争入札参加資格者（指名願提出者）。その他、市が行う各種契約の相手方となるため、市に申請等を行った者。
〈問い合わせ先〉契約管財課契約検査班　TEL : 0957-63-1111(内線263)
